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写真-1.1 福井県越前町一般国道 305 号越前海岸落石事故（1989 年 7 月）
写真-1.2 北海道古平町一般国道
229 号豊浜トンネル岩盤崩落事故
(1996 年 2 月)
写真-1.3 北海道増毛町一般国道 231 号
湯泊覆道岩盤崩壊事故（2008 年 5 月）







図-1.2 １時間降水量 50mm 以上の年間観測回数（H29 防災白書 1）より）
図-1.3 日降水量 100 mm 以上の年間日数（気候変動監視レポート 20162）より）




1.4)は落石防護構造物の一つに挙げられ，落石対策便覧 3) (図-1.4) に示すよう
に比較的大きなエネルギーを対象とする防護構造物である．その実限界耐力は，
過去の被災事例(写真-1.5)の検証 4)，5)や縮尺模型による検証結果 6)～ 9)から，現行












※ 近年，落石防護柵(ネット)工は 5,000kJ ま
で対応可能なものが開発されている．














計法を確立するために，部材単位として小型 RC 梁，小型 RC 版，大型 RC 梁，大
型 RC 版，小型 RC 門型骨組，小型 RC 箱型構造，そして実ロックシェッドの 2/5

























1) 現行設計法（許容応力度法）により設計した実規模 RC 製ロックシェッドに
対して，載荷位置が及ぼす各部材の動的挙動および破壊性状への影響把握
2) 同 RC 製ロックシェッドに対して，緩衝材の違いが各部材の動的挙動および
破壊性状に及ぼす影響把握
3) 落石衝撃力評価と現行設計法に基づく実規模 RC 製ロックシェッドの安全余
裕度の検証


















































ことを目的に，EPS 材と RC 版および敷砂という異種材料を組合わせた新しい緩
衝システムである三層緩衝構造を開発し，実用化のための各種実験を実施 40）～42）
し，実用設計手法 43)も確立している 44～ 45)．
これら以外にも，緩衝材として古タイヤを用いた場合の実験的研究 46），高密度
EPS 材を用いた緩衝性能に関する実験 47)，三層緩衝構造の概念を応用し落石防護
擁壁用の緩衝材として改良した二層緩衝構造 48～ 53) やジオグリッドを埋設したソ
イルセメントと EPS ブロックを組み合わせた新たな緩衝システムの研究 54～ 69)も
行われている．
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(3) 衝撃応答解析法および構造部材に関する研究
RC 製ロックシェッド頂版等の RC 部材の衝撃応答解析に関しては，吉田ら 78,79)
は，ロックシェッド頂版部の衝撃応答解析に有限要素法 ( FEM ) を用いた研究
を行っており,岸ら 80)は両端単純支持矩形版の衝撃応答解析に有限帯板要素法
( FSM ) を適用している．また，菅田ら 81)は，RC 製骨組に衝撃荷重が載荷した
場合の弾性衝撃解析を行うために，剛性マトリックス法にモ－ド法を併用した解
析方法を採用し，その適用性についての検討を行っている．桝谷ら 82),83)は，緩衝
材として粒状体である敷砂が用いられていることに着目し，RC 製 あるいは PC
製のロックシェッドを想定して DEM 法の適用性に関する研究を行っている．










小型 RC 版に関する研究 88),89)では，最大重錘衝撃力を作用衝撃力と仮定し，作
用衝撃力に対して動的耐力を照査する設計法を提案している．すなわち，作用衝
撃力( Hertz 式による計算値の 1/4 ) ≦ （ 動的応答倍率の下限値（ 2.0 ）× 計
算静的押抜きせん断耐力 ），とすることで安全側の耐衝撃設計が可能であること
等を明らかにしている．














大型RC 版に関する研究 98～100)では，RC 製ロックシェッドの頂版を模擬した平




の場合にはラーメの定数を λ= 1,000 kN/m2 とした Hertz の接触理論に基づく振
動便覧式を用いることにより評価可能となる等を明らかにしている．































































































砕石緩衝材や，表層から敷砂・芯材 RC 版・EPS ブロックから構成される三層緩
衝構造(TLAS)の 3 種類を設置した場合について，実験を行うこととした．
なお，ロックシェッドの耐衝撃特性に大きな影響を与える因子の一つに緩衝材




























第 4 章では，実規模 RC 製ロックシェッド模型を用いた重錘落下衝撃実験を実
施するための試験体設計，試験体建設，実験計測について述べている．








































また，図-2.2より，表層崩壊が 81 % を占めており，図-2.3からも全国各地で




寒地土木研究所寒地基礎技術研究グループ防災地質チームでは， 1998 年 ～
2012 年の道路防災点検で現道に影響したかその可能性のあった小規模な災害対
応記録 498 事例と，1981 年以降の発生規模が大きい 54 事例の計 552 事例につ
いて，事象の誘因分析を行っている 135）．
図-2.4 には，災害事例の履歴分布を示している．なお，落石の定義は最大岩塊
規模が約 2 m3 未満かつ個数で数えられる規模のものとしている．
道路斜面災害は，発生箇所の斜面形状 (地形 )や斜面構成物質 (地質 )といった素

































ため落石防護柵が設置されている．最大長径約 80 cm の落石が道路の中央車線を
超えて海側の車線まで到達している．落石発生時，降雨や地震は発生していない．
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写真-2.1 北海道松前町一般国道 228 号落石事故（2014 年 9 月 6 日（土））
（最大長径約 80cm，車両 1 台の乗車中 2 名が軽傷）
（国土交通省北海道開発局函館開発建設部 HP136）より）
写真-2.2 北海道上川町一般国道 273 号落石事故（2014 年 9 月 7 日（日））
（落石 1m×1.2m 程度，車両 1 台の物損のみ）
（国土交通省北海道開発局旭川開発建設部HP137）より）





写真-2.3 北海道岩内町一般国道 229 号落石事故（2017 年 3 月 28 日（火））










































北海道内の国道のロックシェッドは 85 ％ が RC 製であることから，調査対象
形式は RC 製ロックシェッドに限定している．具体的には，過去の被災箇所 4) や
過去に実験や解析を実施した箇所 5)を中心に，表-3.1 と図-3.1 に示す 5 箇所を
選定した．
表-3.1 調査箇所緒元
路線名 所在地 覆道名 延長（ｍ） 竣工年 調査時経過年数
39 上川町 神削覆道 336 S61 25
229 島牧村 木巻覆道 59 S52 34
231 増毛町 湯泊第 1 覆道 138 S56 30
336 様似町 ルランベツ覆道 436 S54 32







に示すように敷砂緩衝材を厚さ T = 90 cm 設置し，飛散防止材（砂利等）T = 20
cm を敷き均すとしている．また，落石対策便覧 3)にも同様の記述がされている．



























敷砂 t= 900 mm






写真-3.1 ～ 3.5 には，各原位置でのロックシェッドの状況写真を示してい
る．
写真-3.1 は，各ロックシェッドの全景写真である．写真-3.2 はロックシェッ
ド上の緩衝材の状況を示している．また，写真-3.3 ～ 3.5 は緩衝材の状況写真
である．各ロックシェッドの緩衝材の状況は，以下の通りである．
(a)神削覆道：地表より 35 cm が再生骨材（RC 材），以深 50 cm までは礫質土
から構成されていた．
(b)木巻覆道：地表より 50 cm までは写真-3.5 に示すようにφ200 mm 程度の
石が多く，写真-3.3 に示すように内部にはφ1 m 程度の巨礫が混入していた．写
真-3.2 にはバックホウを用いた調査状況を示しているが，緩衝材上には 2 m を超
える既存の落石も確認できた．
(c)湯泊第 1 覆道：地表より 20 cm までは写真-3.5 に示すように細粒分に粘性
のある礫質土であったが，φ50 cm 程度の礫も混入していた．また，以深 50 cm
までは細粒分と火山灰質の礫質土から構成されていた．
(d)ルランベツ覆道：地表より 60 cm までは最大礫径 75 mm 程度で細粒分が
砂質の比較的均質な礫質土から構成されていた．
(e)美幌覆道：地表より 25 cm までは最大礫径 75 mm 程度の礫質土が主体であ
るが，写真-3.5 に示すように所々にφ200 mm 程度の礫が混入している．また，
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（b）木巻覆道 (c)湯泊第 1 覆道 (e)美幌覆道
写真-3.5 各緩衝材の状況
(2) 標準貫入試験と動的円錐貫入試験結果
図-3.4 には，標準貫入試験（N 値）と動的円錐貫入試験（Nd 値）結果を示して
いる．なお，標準貫入試験による N 値は，50 cm 毎に 15 cm の予備打ちを行い，
本打ちとして 30 cm の貫入に要する総打撃回数である．N 値の測定は 10 cm 毎に
記録されていることから，10 cm 毎に記録されている Nd 値との比較を行った．
(a)神削覆道 (b)木巻覆道 (C)湯泊第 1 覆道 (d)ルランベツ覆道 (e)美幌覆道






図-3.4 緩衝材の深度方向の N 値と Nd 値との比較図
図より，既設ロックシェッドの緩衝材としての層厚は，現行の T = 1.1 m に近
い箇所が 2 箇所有り，2 m を超える箇所もあることが分かった．










これらの結果より，湯泊第 1 覆道では土質分類が細粒分質礫質土であり，2 ㎜
以下の細粒分が多く，特に表面から 0.2 m までの表土では粘土分の割合が 22.4 %
と非常に細粒であることが明らかになった．一方，湯泊第 1 覆道と美幌覆道にお
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表-3.2 緩衝材の土質試験結果（神削覆道，木巻覆道，湯泊第 1 覆道）




















2.722 2.718 2.726 2.727 2.687 2.677
粒
度
礫分 (2 ～ 75
mm) %
83.8 79.6 84.2 73.3 20.9 49.9
砂分 (0.075 ～
2 mm) %
13.7 15.2 11.7 20.2 43.0 27.9
シルト分 (0.005
～ 0.075 mm) %
1.5 2.8 2.8 3.8 13.7 13.0
粘土分 ( ～
0.005 mm) %
1.0 2.4 1.3 2.7 22.4 9.2
最大粒径 mm 75 75 75 75 37.5 75
60 % 粒径
D60 mm
30.35 22.21 29.14 21.15 0.49 8.45




















分類記号 GW-S GS-Cs G-S GS-F SFG GFS
最大乾燥密度
ρdmax g/cm3
1.910 1.979 1.932 1.856 1.774 1.580
最適含水比
Wopt g/cm3
12.7 11.8 12.6 13.3 16.0 22.9
原位置突砂法
乾燥密度 (KN/m3)
1.862 1.889 1.698 1.579 1.680 1.447
原位置突砂法
含水比 W %





試料名 発生土 発生土 飛散防止材 敷砂
試験深度 (m) 0.0 ～ 0.2 0.2 ～ 0.6 0.0 ～ 0.25 0.25 ～ 0.50
土粒子の密度
ρs g/cm3
2.75 2.752 2.711 2.662
粒
度
礫分 (2 ～ 75 mm) % 69.7 72.3 72.8 50.1
砂分 (0.075 ～ 2
mm) %
22.1 20.7 20.1 45.0
シルト分 (0.005 ～
0.075 mm) %
6.0 5.0 4.0 3.2
粘土分 ( ～ 0.005
mm) %
2.2 2.0 3.1 1.7
最大粒径 mm 53 75 75 75
60 % 粒径 D60 mm 16.71 17.74 22.75 7.515









分類記号 GS-F GS-F GS-F GS
最大乾燥密度 ρdmax
g/cm3
2.164 2.221 2.160 1.857
最適含水比 Wopt g/cm3 8.7 7.8 8.2 9.3
原位置突砂法 乾燥密度
(KN/m3)
2.000 2.086 1.981 1.596
原位置突砂法 含水比 W % 5.4 5.0 5.7 9.4
いては，敷砂以外は 2 ㎜以上の礫分が約 7 割以上とそのほとんどが礫分であるこ
とが分かった．










図-3.7 より，各土質とも締固め度が 85 % 以上と道路盛土の路体締固め度の品
質管理値 140)と同じ高い値となっている．15 年経過している美幌覆道の敷砂緩衝
材は締固め度が 86 % となっており，全体の平均は 92 % と道路の下層路盤の現


















2) 標準貫入試験（N 値）と動的円錐貫入試験（Nd 値）は，相関係数 0.85 と概ね
一致する関係が確認された．























緩衝構造は詳細を後述するが，上層に 50 cm 厚の敷砂，芯材として 30 cm 厚の












しては，知津狩産砂を用いているが，粒度が 0.15～0.6 mm 程度の単粒に近い分布
性状を示している．










































ッドの終局限界耐力は設計入力エネルギーに対して 20 ～ 30 倍の大き
さを有していること；
２） 実験での最大入力エネルギーは，重機の性能限界からEmax = 3,000 kJ（質
量 m = 10 ton，落下高さ h = 30 m）であること；
３） ロックシェッド模型の終局限界を実験により確認したいことより，実験
での最大入力エネルギーEmax は 1/30 程度とし，Ek = 100 kJとして決定し
た．
表-4.1 基本条件一覧
項 目 設 定 内 容 備 考
入力エネルギー Ek = 100 kJ 重錘質量 m = 2 ton
落下高さ h = 5 m
入射角 θ = 90 °
基礎条件 コンクリート基礎 便宜的に N = 100 相当と仮定
背面土圧 考慮しない 実験条件
内空断面 内空幅 × 内空高
= 8.0 × 5.0 m
内空幅は 3 種 4 級を想定，
内空高は，建築限界や舗装および
横断勾配を考慮して 5.0 mと設定
1 ブロック延長 L = 12 m 道路防災工調査設計要領（案）落
石覆工編 6) の標準形式緩衝工 敷砂，厚さts = 0.9 m
構造形式 RC製箱型形式
























































砂 19.0 － － －
有効幅 Le





考に，λ = 8,000 kN/m2，割増係数 α = 1.0 とした．
P = 2.108·(m·g)2 /3·λ2 /5·h3 /5·α (4.1)























向せん断バネ定数は，基礎地盤が堅固であることよりN = 100 (標準貫入試験値)
と仮定し，道路橋示方書 IV 下部構造編 140）に準拠して，以下のように算出してい
る．






kV0 = ( 1 / 0.3 )·α ·E0 (4.3)
= ( 1 / 0.3 ) × 1.0 × 280 ,000
= 933,333 (kN/m2)
ここに，
kV0 ：直径0.3 m の剛体円板による平板載荷試験の値に相当する
鉛直方向地盤反力係数（kN/m2）
α ：地盤反力係数の換算係数
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kV = kV0 · ( BV / 0.3 ))−3 /4 (4.5)




KV = kV × Le (4.6)


















「 (1) 設計概要」 に示す条件の下で数値解析を実施した結果，いずれの部材も
鉄筋の引張応力度は許容値の 82 ～ 98 %，コンクリートの圧縮応力度は柱を除
くと許容値に対して 44 ～ 80 %であった．また，コンクリートの平均せん断応
力は各部材端から有効高さの 1/2 の位置で照査しているが，頂版および柱部は許
容応力度の 57 ～ 80 %程度，側壁や底版では 24 ～ 41 %となっている．押抜き
せん断耐力 Vp は，集中荷重状態を仮定して VP = 1,505 kN となり，作用荷重（落
石衝撃力）P = 1,466 kN を上回っている．なお，隅角部には道路橋示方書に準拠
して，補強筋を配置している．また，頂版厚は，本研究を性能照査型設計に向け



































下面 D25@125mm D22@250mm 269 9.6 0.49 0.61
側
壁





内面 D19@250mm D13@250mm 7 1.9 0.18 0.76
底
版
















内面 D29×10本 92 6.6 0.48 0.72
※ 着色部にて断面を決定









図-4.4 には，実験に用いた実規模 RC 製ロックシェッド模型の形状寸法を示
している．
試験体は，実験ヤードの大きさ，破壊までの入力エネルギー等を考慮し，1 ブ
ロックの道路軸方向の長さが 12 m，外幅 9.4 m，壁高さ 6.4 m の箱型構造であ
り，内空断面は幅 8 m，高さ 5 m で，頂版，底版，側壁，柱の厚さはいずれも 0.7
m である．柱の道路軸方向の長さが 1.5 m，内空の四隅にはハンチを設けている．
図-4.9 には，試験体の配筋状況を示している．鉄筋比については一般的なロッ
クシェッドと同程度としており，頂版下面および上面の軸方向鉄筋比については
それぞれ D25 を 125 mm 間隔および D29 を 250 mm 間隔（鉄筋比 0.68 %）で配
置している．頂版の配力筋については，現行設計と同様に鉄筋量が軸方向鉄筋の
50 % 程度を目安に，上面が D19，下面が D22 をいずれも 250 mm 間隔で配置し
ている．壁の断面方向鉄筋は，外側が D29，内側が D19 をいずれも 250 mm 間
隔，また配力筋は外側が D19，内側 D13 をいずれも 250 mm 間隔で配置してい
る．底盤の断面方向鉄筋は，上面が D22，下面が D16 をいずれも 250 mm 間隔
で配置しており，配力筋は上面，下面共に D16 を 250 mm 間隔で配置している．
柱の軸方向鉄筋は，外側，内側共に D29 を 144 mm 間隔で 10 本，道路軸方向の
両面は D29 を 250 mm 間隔で配置している．帯鉄筋は，D16 を中間拘束鉄筋を含













第 4 章 実規模試験体製作と実験計測概要
48
いずれの部材も鉄筋からの芯かぶりで 100 mm としている．表-4.4 には鉄筋の引
張試験による力学的特性値を示している．なお，鉄筋の材質は全て SD 345 であ
る．
また，コンクリートの設計基準強度は 24 N/mm2 であり，実験時の底版，柱 /壁，
頂版の圧縮強度はそれぞれ，30.7 N/mm2 ，30.2 N/mm2 ，37.9 N/mm2 であった．
写真-4.3 試験体下面の剛基礎状況 写真-4.4 剛基礎下面の基礎状況




写真-4.8 底版の鉄筋組立状況 写真-4.9 底版コンクリートの打設状況
写真-4.10 側壁の配筋状況 写真-4.11 柱上面の配筋状況
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写真-4.12 頂版の配筋状況 写真-4.13 頂版上面の軸方向鉄筋 D29
写真-4.14 頂版の鉄筋検査状況 写真-4.15 頂版のCo打設状況





実規模模型の基部には，写真-4.3 に示す厚さ T = 50 cm のコンクリートを打設
し剛基礎としている．また，剛基礎の下には写真-4.4 に示すように厚さ T = 28 cm
の基礎砂利を設置した．
調達した鉄筋は工場にて図面通りの鉄筋加工寸法に切断，曲げ加工され写真-
4.5 と写真-4.6 に示すように確認検収を行った．その後，写真-4.27 に示すよう












にはEPSの上面に設置する T= 300 mm 厚の芯材RC 版の配筋状況と，クレーンに
よる吊りホッパーを用いたコンクリート打設状況を示している．






















2 ton 重錘 (b) 5 ton 重錘 (c) 10 ton 重錘
写真-4.20 実験に使用した重錘
直径：1.0 m，高さ：97cm
底部 17.5cm が半径 80cm の球状
直径：1.25 m，高さ：95cm
底部 30cm が半径 100cm の球状










ている．質量 2 ton, 5 ton 重錘とも形状は同一であり， 直径 1 m，高さが 97 cm
で，底部より高さ 17.5 cm の範囲が半径 80 cm の球形状となっている．質量 10
ton 重錘は，直径 1.25 m，高さ 95 cm で，底部より高さ 30 cm の範囲が半径 1
m の球形状となっている．また，重錘は鋼製円筒の内部に鋼塊とコンクリートを
充填して所定の質量に調整している．





正 面 断 面
4.7 計測システム
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に容量の異なる4種類の加速度計（KYOWA社製，容量100 G，200 G，500 G，1,000
G，応答周波数DC ～ 2 kHz，3.5 kHz，5 kHz および7 kHz）を用いることとした．
重錘衝撃力は，重錘質量に計測された加速度を乗じて評価している．
写真-4.23 重錘上面に設置した加速度計











実験では高速度カメラを 2 台用い，1 台は重錘貫入量を，他の 1 台は頂版下面
の変位計測のために使用した．


















ンサに対しては直流増幅器（応答周波数 DC ～ 50 kHz ）を用いることとした．
各センサからの出力は全てKYOWA社製のメモリーレコーダ/アナライザ EDX-
1500A および EDX-2000（応答周波数 DC ～ 20 kHz ）に一括収録している．そ
の後，コンピュータ処理によって各物理量に変換している．さらに，各物理量に
は計測時のノイズ除去を目的として 1 ms の矩形移動平均法による数値的なフィ
ルター処理を施している．写真-4.29には，計測室での計測機器の状況を示してい
る．
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写真-4.29 計測室内の計測機器状況
写真-4.30 頂版上の敷砂緩衝材 写真-4.31 頂版上の砕石緩衝材












土粒子の密度 s g/cm3 2.665 2.712
最大粒径 mm 4.750 37.5
60％粒径 D60 mm 0.314 12.948
50％粒径 D50 mm 0.286 10.204
30％粒径 D30 mm 0.217 4.452
10％粒径 D10 mm 0.133 1.105
均等係数 Uc 2.4 11.7
曲率係数 Uc’ 1.1 1.4
最小乾燥密度 d min g/cm3 1.296 1.573
最大乾燥密度 d max g/cm3 1.584 1.852
最大間隙比 emax 1.056 0.724
最小間隙比 emin 0.682 0.464
湿潤密度 t g/cm3 1.801 2.282
最適含水比 wopt % 18.8 5.1
最大乾燥密度 d max g/cm3 1.516 2.171




(b) 衝撃加速度計，(c) RI 測定器
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4.8.2 緩衝材の設置方法
敷砂緩衝材の場合には，敷砂の締固め度が一定になるように，層厚が T = 30 cm
毎に足踏みおよびバケット容量 0.2 m3 のバックホウを 1 往復させることによって
締固めを行い，所定の厚さである T = 90 cm に成形した．TLAS の場合には層厚が
T = 25 cm 毎に同様の処置を施している．






び含水比の計測は，T = 30 cm（TLAS では T = 25 cm）毎の締固め終了後に重錘落
下点近傍を除く任意の 3 地点から図-4.13,14 に示す 3 種類の地盤密度試験を実
施した．



















潤密度は平均で 1.559 g/cm3，含水比は平均 8.14 %であった．また，締固め密度に
関しては，シンウォールチューブでは，94.3 ～ 95.5 %，衝撃加速度計では，25.2
～ 28.8 G，RI 測定器（写真-4.34）では，92.0～ 94.0 % であった．
砕石緩衝材の各層毎のばらつきは小さく，実験時の含水比は平均 2.3 %，締固








している．道路軸方向には 13 箇所で計測を実施しており，端部は100 mm 内側
の点を計測することとし，それ以外の頂版下面の鉛直変位は 1 m 間隔で実施し
ている．












図-4.18 ～ 図-4.24 には鉄筋のひずみ測定箇所を示している．測定点数は，頂
版 108 箇所，柱 72 箇所，側壁 42 箇所，底版 18 箇所の合計 240 点である．写真
-4.35 には鉄筋組立後，所定の位置にひずみゲージが設置されているかの確認状
況を示している．













































































T = 90 cm 敷砂または砕石
T = 180 cm TLAS
























































18 T-CC-E3,000 CC 9.0 0.8
19 S-AC-E250
砂
AC 5 5 250 4.6 0.4








22 G-AC-E1,500 AC 37.1 9.7
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50 ms 程度の正弦半波状の波形を示しているが，除荷時に零近傍で振幅が 20 ～









も継続時間が 25 ms 程度の正弦半波状の波形性状を示している．また，敷砂緩衝
材で示された除荷時の台形状の波形分布は出現していない．最大衝撃力値を見る
























































































図-5.11 ～ 図-5.22 には，敷砂緩衝材を設置した場合における各実験ケース
に関する曲げモーメント分布の経時変化を示している．なお，頂版および側壁部
に関しては単位幅（1m）当たりの断面力 ，柱部に関しては 1 本あたりの断面力
として評価している．時系列分布図は，柱を含む道路軸直角方向断面毎に，重錘
衝突時より 5ms，10 ms，それ以降は頂版の最大曲げモーメント発生時を含め 10
ms 刻みで 50 ms まで，それ以降は 20 ms 刻みで 100 ms までを図化している．
図-5.11 より，中央断面柱側載荷(S-BP) について見ると，B 断面では重錘衝
突後 t = 5 ms 以降より載荷点直下の頂版部曲げモーメントが増加し始め，時間の















図-5.12 より，中央断面中央載荷(S-BC) の場合には，B 断面では重錘衝突後
t = 5 ms 以降より載荷点直下の頂版部曲げモーメントが増加し始め，若干遅れて
柱上部および側壁上部の曲げモーメントが増加を始めている．頂版部曲げモーメ






次に， A 断面および C 断面における曲げモーメントの時刻歴分布を見ると，
載荷断面である B 断面での最大値発生時刻では大きな断面力の発生は見られな
いものの，それ以降の時刻において B 断面の断面力が減衰状況を示しているこ
ととは逆に断面力の増加が見られ，t = 40 ms では柱部，頂版部，側壁部のいずれ
においても最大曲げモーメントは B 断面よりも大きく示されている．
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図-5.13 中央断面側壁側載荷時（S-BW）における曲げモーメントの時系列分布
図-5.13 の中央断面側壁側載荷(S-BW) について見ると，中央断面である B
断面では重錘衝突後 t = 5 ms 以降より載荷点直下の頂版部曲げモーメントが増












列分布を示している．A 断面では，重錘衝突後 t = 5 ms 以降より載荷点直下の
頂版部曲げモーメントが増加し始め，t = 10 ms 以降では柱部の曲げモーメントも

























モーメント値は柱側載荷で tmax = 22.7 ms, Mx,max = 81 kNm/m, 壁側載荷で tmax =
20.3 ms, Mx, max = 76 kNm/m である．これより，周辺拘束度の小さい柱側載荷の場
合が若干大きい値を示していることがわかる．
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図-5.19 中央断面側壁側載荷時（G-BW）における曲げモーメントの時系列分布





た場合（BP, BC, BWの順にそれぞれ tmax ＝16ms, 13.6ms, 15 ms）が敷砂緩衝材を
設置した場合(それぞれ， tmax ＝24.6 ms, 23.2 ms, 18.4 ms) より早い．また，最大
曲げモーメント値も，重錘衝撃力波形に対応して，砕石緩衝材を設置した場合（柱
側載荷から順に，Mx, max = 127 KNm/m, 206 kNm/m, 120 kNm/m）が，敷砂緩衝材を
設置した場合（Mx, max = 73 KNm/m, 132 kNm/m, 85 kNm/m）よりも大きいことが分
かる．その程度は，最も重要となる中央載荷で1.56倍となる．








とが分かる．最大曲げモーメント発生時間は，柱側載荷時から順に tmax ＝ 24.2ms,
19.2ms, 18.2 ms であるのに対して，敷砂緩衝材設置の場合には tmax ＝ 22.7 ms,
30.4 ms, 20.3 ms であることから，ほぼ砕石緩衝材の場合が早期に最大曲げモーメ
ントに至っていることが分かる．また，最大曲げモーメントに関しても，砕石緩
衝材の場合には柱側載荷時から順に Mx, max = 130.0 kNm/m, 186.0 kNm/m, 133













図-5.23 ～ 図-5.25 には，中央断面載荷時における道路軸方向曲げモーメン
トの載荷点を通る道路軸方向分布の時系列分布を示している．図-5.23 は，中央
断面の中央載荷時における分布を示しているが，図よりA 断面と C 断面部で負
曲げの傾向を示しており，固定梁と類似した分布性状を示している．載荷後，tmax
= 23.2 ms で最大曲げモーメントに至っているが，その後は急激に減衰しており，
周辺の拘束効果の大きいことが類推される．最大曲げモーメントは 92 kNm/mで
































kNm/mであり，断面方向曲げモーメントの 112 kNm/m の 3 割程度であり，図-
5.27(G-BC)の最大軸方向曲げモーメントは 82 kNm/mであり，断面方向曲げモー
メントの 206 kNm/m の 4 割程度であり，図-5.27(G-BC)の最大軸方向曲げモー
メントは 40 kNm/mであり，断面方向曲げモーメントの 182 kNm/m の 2 割程度





において，2 ton 重錘を 2 m の高さから落下させる重錘落下衝撃実験を実施した．
本実験より得られた知見を整理すると，以下のように示される．
1) 砕石緩衝材を設置する場合の重錘衝撃力波形は，敷砂を緩衝材とする場合に


































落石質量 m = 2 ton，落下高さ h = 5 mとし，入力エネルギーが Er = 100 kJを想定
して現行設計法に則して設計されたものである．本実験では，第5章で示されたよ
うにできるだけ弾性に近い状態での動的挙動を把握するために，重錘質量 m = 2









本章ではこれらを含めて，入力エネルギー E r = 40 kJ の場合における実験結果
において，緩衝材の材料毎に平均値を用いて比較検討を行うこととする．それら
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(2) 衝撃力の算定
落石衝撃力は，道路防災工調査設計要領（案）落石覆工編 6)を参考にλ ＝ 8,000
kN/m2 として，落石対策便覧式 3)を用いて評価した．その結果，P = 846 kN とし
て求められる．なお，実験結果から求められた各緩衝材に対する算定結果は，敷
砂緩衝材の場合はラーメの定数をλ = 1,438 kN/m2としてPs = 426 kN，砕石緩衝材
の場合はそれぞれλ = 5,692 kN/m2としてPg = 738 kNとして求められる．なお，割






















これは，設計用曲げモーメントは柱部を考慮しかつ柱間隔を有効幅 Le = 4 m とし
て骨組構造に簡略化して算定しているのに対して，実構造は版構造であることよ
り断面方向のみならず道路軸方向にも抵抗することによるものと判断される．本











































法の妥当性を検証することを目的に，入力エネルギーEk = 40 kJ の場合における実
験結果を基に，現行設計法に基づいた設計用曲げモーメント値と比較する形で検
討を行った．本章で得られた知見を整理すると，以下の通りである．すなわち，
1) 現行設計法で規定されている敷砂緩衝材のラーメの定数 λ= 8,000 kN/m2 を用





























(a)図より，敷砂緩衝材を設置し中央断面載荷の場合には，継続時間が 50 ms 程
度の正弦半波状の主波動が励起し，除荷時に 1,000 kN に至った段階で主波動と同
程度の周期で振動し徐々に零レベルまで減衰している．従って，荷重継続時間は
ほぼ 150 ms となっている．波形性状的には，図-5.2 における入力エネルギーの
小さい場合と類似している．なお，後続の振幅の小さい波形は，敷砂に衝突後の
重錘と敷砂内を伝搬する応力波動との連成作用によるものと推察される．最大重
錘衝撃力は 5,000 kN 弱の値を示している．
(b)図には，砕石緩衝材を設置し中央載荷の場合における重錘衝撃力波形を示





ることに起因しているものと推察される．一方，最大重錘衝撃力は Pmax = 9,000







1,000 kN に達した段階で，継続時間が 35 ms 程度の台形状の波形分布を示してい
る．従って，波形全体の継続時間は 65 ms 程度となり，(b)図の中央断面載荷時よ
りは延びていることが分かる．また，最大重錘衝撃力は Pmax = 7,000 kN 弱程度と，
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衝撃力波形の波動継続時間である 150 ms 前後まで単調に貫入し，リバウンドの
傾向を示していないことが分かる．最大貫入量は 640 mm 程度である．設定敷砂
厚は 900 mm であることより，未だ 260 mm の余裕が有り，緩衝機能は十分保持





は 280 mm 程度であり，リバウンドによって 80 mm 程度が復元していることが見
て取れる．また，最大貫入量は敷砂緩衝材の場合の 44 % 程度であり，入力エネ
ルギーが小さい場合（図-5.4 と図-5.5）と類似していることが分かる．
(c)図より，砕石緩衝材を設置し端部断面載荷の場合には，(b)図と類似の波形























く，5.1 mm となっている．その割合は 2.68 倍と最大変位の割合よりも大きい．し
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となっている．中央断面載荷時に対する最大変位及び残留変位を比較すると，端













除荷後 150 μ 程度のひずみが残留しているが，単独載荷としては未だ塑性域には





















動状態を呈している．内縁ひずみは 700 μ の圧縮ひずみに達している．一方，側























ギーがEk = 40 kJ でロックシェッドにひび割れが発生しない程度（弾性域）の場
合と，入力エネルギーがEk = 1,500 kJで大きくひび割れが発生する本実験におけ
る状態下の値を比較して示している．
図より，中央断面載荷時で両者に大差はなく，敷砂緩衝材の場合で λ = 2,000
kN/m2であり，砕石緩衝材の場合にはλ= 7,000 kN/m2として設計的に安全側で評価





























最大曲げモーメントに関しては， tmax = 22.1 ms 時に Mx, max = 412 kNm/m の値
を示している．その時の最大重錘衝撃力は Pmax = 5,000 kN 程度である．第5章で
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の入力エネルギーが小さい場合には，tmax = 23.2 ms でMx, max = 132 kNm/m であり，














最大曲げモーメントに関しては， tmax = 16.4 ms 時に Mx, max = 575 kNm/m の値
を示している．その時の最大重錘衝撃力は約 Pmax = 9,000 kN である．第5章での
入力エネルギーが小さい場合には， tmax = 13.6 ms でMx, max = 206 kNm/m であり，










































































かな放物線状になっている．最大変位は，載荷点で tmax = 33.8 ms 時に 12.2 mm
に達している．断面方向曲げモーメントの最大は t = 22.3 ms 時点で発生してい
ることより，変形の最大は，頂版が両端固定版の曲げモーメント分布に類似した
状態から主曲げ波が柱部や側壁部に到達し両端単純支持版の曲げモーメント分布












筋が図-7.5に示されているように 0.2 % に達して降伏していることより，載荷点
部に塑性ヒンジが形成されていることが窺われる．最大変位に関しては，敷砂緩


























重錘による衝撃力が自由端から 2 m 程度内側（柱の中心位置）に載荷されている
ことよるものと推察される．本実験ケースの場合には偏心載荷状態であることよ

































































5,000 kN 程度である．主波動の継続時間が 50 ms 程度で，除荷時に約 1,000 kN
に至った時点で主波動と同程度の周期で振動しながら徐々に零レベルに減衰








4) 敷砂緩衝材を設置した場合の重錘貫入量は 640 mm 程度であった．設計入力エ
ネルギーは Ek = 100 kJ であるが，本実験結果，その 15 倍の入力エネルギーに
対しても未だ十分緩衝機能を果たすことが明らかになった．






結果から同定すると，敷砂緩衝材の場合には  λ = 2,000 kN/m2，砕石緩衝材の
場合には λ = 7,000 kN/m2 として評価される．設計ガイドラインで提示してい
















































であり，通常層厚をT = 50 cmとしている．芯材RC版は，敷砂緩衝材からの衝撃力
を広く分散させるために設置するものであり，版厚は入力エネルギーの大きさに
よってT = 20～30 cmとしている．また，裏層材のEPSブロックは 0.55 程度のひ
ずみまで 0.25 MPa 以下の応力を保つことができることより，芯材RC版からの衝
撃力をさらに低減して頂版に伝える働きをすることが明らかになっている．過去
の実績から，入力エネルギーが Ek = 3,000 kJまでは，最大伝達衝撃力を2,500 kN
以下に低減できることが明らかになっている．
本研究では，TLASに関するこれまでの知見の下に，10 ton 重錘を30 mから落下






計は，道路防災工調査設計要領 (案 ) 落石対策編 6)を参考に実施しているが，設計
手順は以下に示すとおりである．
1) 芯材 RC 版に作用する落石衝撃力 Pa をラーメの定数を  λ = 2,000 kN/m2 と
する振動便覧式により算定する．
2) 上記落石衝撃力 Pa に対して芯材 RC 版がせん断破壊によって貫通しないよ
うに最小厚を決定することとし，これにかぶり厚さ 5 cm を考慮する．この際，
直交する鉄筋比は等しく1 % 程度とし複鉄筋配置とする．また，施工性を考慮
しRC版厚はT = 20 cm 以上で 5 cm 単位に丸めるものとする．
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3) 落石の衝突によって発生する衝撃力の波形を継続時間が30 ms の正弦半波と
仮定し，裏層 EPS ブロックに作用する衝撃エネルギー Ew を算定する．この
エネルギー Ew が全て裏層 EPS ブロックの塑性変形によって吸収されるも
のと仮定して応力を求め，これを集積して伝達衝撃力 P t を求める．
4) 裏層EPSブロック厚は，芯材 RC版が貫通破壊した場合においても全ひずみエ
ネルギーを吸収するように Ew と受圧面積の関係から決定する．この際，EPS
ブロックの最大ひずみ量は ε = 0.55 以下とする．使用する EPS ブロックは
密度が 20 kg/m3 のものとし，厚さはT = 25 cm 単位にまるめるものとする．
実験における最大載荷可能エネルギーがEk = 3,000 kJ の条件により，重錘質量
10 ton (直径 1.25 m)，落下高さ 30 m に対して上記手順に従い三層緩衝構造の設
計を行った．芯材RC版に作用する落石衝撃力は，Pa = 7,218 kN，伝達衝撃力はP t
= 2,134 kN である．また，各層の構成は，表層敷砂厚が50 cm，芯材RC版厚が30




路軸方向 10.9 m × 道路軸直角方向 8.4 m) に対して一体で製作している．実験時
における芯材 RC版のコンクリートの圧縮強度は 36.0 MPa であった．表層の敷









れが発生しているものの，頂版載荷点直下の最大変位は 6 mm 程度，最大鉄筋ひ
ずみは  600 μ 程度であり，残留変位は 1 mm 未満であることから，損傷程度は小
さいものと判断される．また，各実験後に発生したひび割れ等の損傷に対しては，
一切の補修等の修復は施していない．なお，各実験ケースでは，表層敷砂緩衝材












kN 程度から台形状の波動が励起して零レベルに減衰している．第 1 波目は芯材
RC 版を基盤として表層敷砂材に重錘が衝突する時の挙動で有り，第 2 波目は重






続時間が 25 ms 程度延びていることが分かる．これは，端部断面載荷の場合には
中央断面載荷時に比較して，自由端が近接していることによってより撓化性に富
むためと推察される．また，最大重錘衝撃力について，第 7 章で論じた入力エネ
ルギーが Ek = 1,500 kJ で砕石緩衝材を設置した場合と比較すると，砕石緩衝材を
設置した場合には，端部断面載荷時で最大重錘衝撃力が 2,000 kN 程度小さいこと
が明らかになっている．一方，TLAS の場合にはその差が 800 kN と非常に小さい．
これは，TLAS の場合には多少なりとも自由端部の撓化性の影響を受けるものの，
基本的には芯材 RC 版を基盤とし，50 cm 厚の敷砂緩衝材が設置された状態とし
て挙動するためと推察される．
ここで，最大重錘衝撃力と伝達衝撃力について，設計計算結果と実験結果との
比較を行う．実験結果の最大重錘衝撃力値は約 7,600 kN 程度で有り，設計計算結
果の 7,218 kN に類似していることが分かる．また，伝達衝撃力値は実験結果が約
4,000 kN として評価されるのに対して，設計値は 2,134 kN となっており，実験値









ギーが Ek = 300 kJ の場合 5)と比較すると，本実験の場合には入力エネルギーが 10
倍大きいことにより，台形状分布の最大伝達衝撃力が 2 倍強の約 4,000 kN，荷重
継続時間が約 70 ms から 100 ms 程度に延びていることが分かる．
さらに，第 7 章で論じた入力エネルギーが Ek = 1,500 kJ で敷砂緩衝材や砕石緩
衝材を設置した場合と比較すると，最大重錘衝撃力は砕石緩衝材で約 9,000 kN で







緩衝材に対して 2 倍以上，砕石緩衝材に対して 4 倍以上，緩衝性能に優れている
ことが分かる．
また，主波動継続時間に着目すると，敷砂及び砕石緩衝材でほぼ 50 ms である
のに対して，TLAS の場合には 100 ms と 2 倍以上に延びており，波動継続時間の
観点からも緩衝効果に優れていることが分かる．
図-8.3 重錘衝撃力波形















後に確認すると 1,123 mm に達している．これは，重錘衝突によって敷砂を介し
て芯材 RC 版が著しく損傷を受け EPS ブロックに貫入したことによるものと推察
される．EPS ブロックは厚さが 100 cm であることより，敷砂層厚が 50 cm であ
ることを考慮すると，未だ十分な緩衝性能を保持していることは勿論である．








端部断面載荷でそれぞれ 335 mm，468 mm であることが分かる．これより，裏層
材である EPS ブロックは未だ 600 mm 程度の厚さを有しており，その平均ひずみ





（a） TLAS 芯材 RC 版の損傷状況
t = 150 ms
t = 10 ms t = 25 ms
t = 50 ms t = 100 ms
t = 0 ms
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（b）TLAS 芯材 RC 版の損傷状況（T-BC-E3000）
（C）TLAS 芯材 RC 版の貫入状況（T-BC-E3000）
8.3 実験結果
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（d）TLAS 芯材 RC 版の損傷状況（T-EC-E3000）
（e）TLAS 芯材 RC 版の貫入状況（T-EC-E3000）
図-8.6 TLAS 芯材 RC 版の損傷状況
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撃応力も未だ 0.2 MPa 以下であることが確認できる．
8.3.3 変位波形と最大鉄筋ひずみ
図-8.7 には，両実験ケースに関する載荷点直下の頂版変位波形を比較して示し
ている．図より，衝撃初期の 100 ms 程度までは両者類似の波形性状を示している
ことが分かる．その後，中央断面載荷時（T-BC-E3,000）には減衰振動に移行して
いるが，端部断面載荷の場合（T-CC-E3,000）には再度 2.5 mm 程度変形した後中
央断面載荷時と類似した振動性状を示している．主波動の継続時間を見ると，重
錘衝撃力のそれに比して若干長い傾向を示していることが分かる．
最大変位は 8 mm 程度であり，両ケースで類似している．その後，原点を中心
に振動する傾向を示していることから，弾性に近い状態であることが類推される．
また，各実験ケースにおける鉄筋の最大応答ひずみ値を求めると，表-8.1 のよ
うに示される．第 7 章で示される入力エネルギーが Ek = 1,500 kJ で敷砂緩衝材や
砕石緩衝材を設置した場合には，鉄筋ひずみがそれぞれ最大 1,250 μ，2,000 μ に
達しており，特に砕石緩衝材の場合には降伏に至っている．一方で，TLAS を設
置して入力エネルギーが Ek = 3,000 kJ である本実験の場合には，表で示されるよ
うに最大で 650 μ 程度と弾性範囲内で応答していることが分かる．これより，鉄
筋ひずみの観点から両者を比較すると，TLAS を設置した場合には敷砂緩衝材の









外縁 内縁 上縁 下縁 外縁 内縁
T-BC-E3000 654 -284 -145 498 372 -175
T-CC-E3000 552 -344 -147 443 665 -140
8.3.4 変位分布の経時変化
図-8.8 には，載荷点を通る断面の内空法線方向変位分布の経時変化を両ケース
で比較して示している．図より，衝撃初期の 100 ms 程度までは，時間的にも空間
的にも両者類似した分布性状を示していることが分かる．頂版の変位分布が放物
線状であることや，端部断面載荷時（T-CC-E3,000）と中央断面載荷時（T-BC-E3,000）
で類似の変位分布を示していることは，芯材 RC 版の荷重分散効果や裏層 EPS ブ
ロックの応力 -ひずみ特性によって，衝撃荷重が広くほぼ均一な強度で分散して作
用していることを暗示している．
最大変位が載荷位置に拘わらずほぼ 8 mm 程度であることは，前述の通りであ
る．なお，残留変位は端部で 1.4 mm 程度で有り，頂版はほぼ完全に復元している
ことが分かる．なお，第 7 章で示された入力エネルギーが Ek = 1,500 kJ で敷砂緩
衝材や砕石緩衝材を設置した場合の頂版の最大変位及び残留変位は，中央断面載
荷で最大変位が 12.2 mm，27.4 mm，残留変位が 1.9 mm，5.1 mm である．TLAS と
敷砂緩衝材設置の場合における最大変位と残留変位が類似していることから，応































頂版の最大曲げモーメントは 199 kNm/m として示されている．第 7 章で示され
た入力エネルギーEk = 1,500 kJ の場合で敷砂あるいは砕石緩衝材を設置した場合










































本章では，緩衝材として，表層に T = 50cm 厚の敷砂，芯材に T = 30 cm 厚の RC
版，裏層に T = 100 cm 厚の EPS ブロックからなる三層緩衝構造（TLAS）を設置












3) 主波動継続時間が 100 ms 程度であり，敷砂や砕石緩衝材の場合における 50
ms よりも長く，緩衝性能に優れることが確認できた．




6) 本実験結果得られた最大鉄筋ひずみ値と，入力エネルギーEk = 1,500 kJ の場
合における敷砂緩衝材と砕石緩衝材を設置した場合における最大鉄筋ひず
み値を比較すると，TLAS の緩衝性能は，敷砂緩衝材を設置する場合に対し












10) 本実験で設置した TLAS を用いることにより，入力エネルギーが Ek = 3,000
kJ であるにも拘わらず鉄筋ひずみが弾性範囲内に有り，かつ頂版下面に生
ずる曲げひび割れも少ないことから，ロックシェッドはさらなる入力エネ







































第 5 章では，緩衝材が RC ロックシェッドの弾性域における耐衝撃挙動に及
ぼす影響を検討することを目的として，敷砂および砕石を緩衝材として設置した
場合において，2 ton 重錘を 2 m の高さから落下させる重錘落下衝撃実験を実施
した．本実験より得られた知見を整理すると，以下のように示される．
1) 砕石緩衝材を設置する場合の重錘衝撃力波形は，敷砂を緩衝材とする場合に
比べて，最大衝撃力は 2 倍程度に大きく，荷重継続時間は 1/2 程度と短い．
従って，ロックシェッド内のひずみ波形等も対応して砕石緩衝材の場合が敷
砂緩衝材に比較して 2 倍程度の値を示す．
















1) 現行設計法で規定されている敷砂緩衝材のラーメの定数 λ= 8,000 kN/m2 を用





















れる．敷砂緩衝材を設置した場合の重錘貫入量は 640 mm 程度であった．設計
入力エネルギーは Ek = 100 kJ であるが，本実験結果，その 15 倍の入力エネル
ギーに対しても未だ十分緩衝機能を果たすことが明らかになった．
3) 砕石緩衝材の場合における重錘貫入量は敷砂緩衝材に比較して 1/2 以下と小
さく，緩衝性能的には敷砂緩衝材よりも劣ることが示された．
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4) 重錘衝撃力評価で用いられる落石対策便覧式におけるラーメの定数を，実験
結果から同定すると，敷砂緩衝材の場合には  λ = 2,000 kN/m2，砕石緩衝材の
場合には λ = 7,000 kN/m2 として評価される．設計ガイドラインで提示してい
る λ = 8,000 kN/m2 は，基部を剛基礎とした場合における値であるが，設計的
にはいずれの緩衝材に対しても安全側の値であることが明らかになった．
5) 中央断面中央載荷において，砕石緩衝材の場合には，最大重錘衝撃力が敷砂緩











位は 37.1 mm であるが，その頂版幅に対する割合は 0.5 % 弱であり，入力エ
ネルギーが設計入力エネルギーの 15 倍であるにも拘わらず未だ終局に至って
いないことが明らかになった．
第 8 章では，緩衝材として，表層に T = 50cm 厚の敷砂，芯材に T = 30 cm 厚
の RC 版，裏層に T = 100 cm 厚の EPS ブロックからなる三層緩衝構造（TLAS）















4) 本実験結果得られた最大鉄筋ひずみ値と，入力エネルギーEk = 1,500 kJ の場
合における敷砂緩衝材と砕石緩衝材を設置した場合における最大鉄筋ひず
み値を比較すると，TLAS の緩衝性能は，敷砂緩衝材を設置する場合に対し





く分散し，かつ EPS ブロックの応力 -ひずみ特性によってほぼ一様な伝達応
力が作用することが推察される．
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